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特定非営利活動法人 消費者支援群馬ひまわりの会 

 

差止請求関係業務規程 

第１章 総則 

第２章 差止請求関係業務に関わる組織 

第３章 差止請求関係業務等の実施の方法 

第４章 適格消費者団体との連携協力に関する事項 

第５章 情報の管理及び秘密の保持の方法に関する事項 

第６章 帳簿書類の作成及び保存に関する事項 

第７章 書類の備置き及び閲覧等の方法に関する事項 

第８章 調査実施者の選任及び解任に関する事項 

第９章 規程の見直し 

附 則 

 

第１章 総則 

第１条（目的） 

この業務規程 （以下「本規程」という。）は，特定非営利活動法人消費者支

援群馬ひまわりの会（以下「当法人」という。）が消費者契約法（以下「法」

という。），消費者契約法施行規則（以下「規則」という。）及び適格消費者

団体の認定，監督等に関するガイドライン（以下「ガイドライン」という。）

にのっとり適切に実施するために，実施する組織，実施方法，情報の管理・秘

密の保持等について定めるものである。 

第２条（定義） 

１ 本規程において「差止請求関係業務」とは，法第１３条第１項に定める以下

の業務をいう。 

一 不特定かつ多数の消費者利益のために差止請求権を行使する業務 
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二  前号の業務の遂行に必要な消費者被害の情報収集に係る業務 

三 消費者の被害の防止又は救済に資する活動の結果に関する情報提供に係

る業務 

３ 本規程において「差止請求関係業務の執行にかかる重要な事項の決定」とは，

法第２３条第４項各号に規定する事項（規則第１７条第１５号に規定する行為

を除く。）のうち，当法人の決定にかかる事項をいう。 

４ 本規程において「秘密」とは，法第２５条に規定する「差止請求関係業務に

関して知り得た秘密」（一般に知られていない事実であって，本人が他に知ら

れないことにつき相当の利益を有するもの。）をいう。 

５ 本規程において「役員」とは，定款第１３条に定める役員をいう。 

６ 本規程において「委員」とは，別に定める検討委員会運営規則第３条に定め

る検討委員をいう。 

７ 本規程において「検討チーム員」とは，別に定める検討チーム運営規則第３

条に定める検討チームに属する者をいう。 

８ 本規程において「職員」とは，定款第５７条に定める職員をいう。 

 

第２章 差止請求関係業務に関わる組織 

第３条（理事会） 

１ 理事会は，定款第３１条に基づき，差止請求関係業務に係る事項について決

定を行う。 

２ 理事会は，前項の決定のうち，差止請求関係業務の執行に係る重要な事項の

決定については，理事又はその他の者に委任してはならない。 

３ 理事の定数，選任，解任，任期及び再任に関しては，定款の定めによる。 

 

第４条（検討委員会） 

１ 当法人に，差止請求関係業務の要否及びその内容を検討するため，検討委員
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会を設置する。 

２ 検討委員会は，差止請求関係業務に係る事項について検討し，その結果を理

事会に具申する。 

３ 検討委員会の構成員は，法第１３条第３項第五号イ及びロに掲げる者双方を

含むものとする。 

４ 第１項に定める検討においては，法第１３条第３項第五号イ及びロに掲げる

者双方の意見を聴取する。その方法は，会議（ウェブ会議を含む，以下同じ。）

を原則とする。ただし，緊急を要する等やむをえない場合は 書面（ファクシミ

リを利用して送信する書面を含む。）又は電子メールでの意見聴取もできる。 

５ 前項のうち会議による場合は，その議事概要を作成し，書面又は電子メール

による場合は，意見聴取の概要と結果を記載した記録を作成する。 

６ 検討委員会の構成，委員の選任・解任とその方法，任期及び再任，その他運

営に関する事項については，別に定める検討委員会運営規則（別紙１）による。 

 

第５条（検討チーム） 

１ 当法人は，検討委員会の下に，差止請求関係業務を行うための基礎調査及び

検討を行う検討チームを設置することができる。 

２ 検討チームは，差止請求関係業務に係る事項について，検討委員会に報告す

る。 

３ 検討チームの構成，メンバーの選任・解任とその方法その他運営に関する事

項については，別に定める検討チーム運営規則（別紙２）による。 

 

第３章 差止請求関係業務の実施の方法 

第６条（消費者被害情報収集業務の実施の方法） 

 消費者被害情報の収集業務を実施する方法は以下のとおりとする。 

一 消費生活専門相談員，消費生活アドバイザー・コンサルタント，弁護士，
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司法書士等が窓口となって，テーマを特定して，随時の電話相談（以下「１

１０番」という。）を行う方法。 

二 事務局において，消費者相談情報の提供に関する協定を締結した者から継

続的に消費者被害情報の提供を受ける方法。 

三 事務局において，ホームページ，電話，ＦＡＸ，書面，面談等により，消

費者被害の情報を受ける方法。 

四 事務局において，検討委員である弁護士又は司法書士からその扱う業務等

に関連して知りえた消費者被害の情報を受ける方法。但し，これらの者の守

秘義務に違反しない提供に限る。 

 

第７条（１１０番の実施方法等） 

１ 前条第一号の業務に際しては，下記事項を遵守する。 

一 １１０番の事前の周知に当たっては，次の事項を明示する。 

イ １１０番の趣旨は，被害の要因となった約款・勧誘行為に 関する情報収

集であり，入手した情報を検討し，差止請求関係業務の実施のために利用

すること。 

ロ 原則としてあっせん解決は行なわず，助言対応であること。 

ハ 消費者の個人情報は，追加の助言やヒアリング等，本人への連絡に限っ

て使用し，それ以外に使用する場合は，あらかじめ本人の同意を得ること。 

二 １１０番当日の運営については，次の事項を遵守する。 

イ 当日の業務従事者は，１１０番の業務を通じて得た情報の私的利用と第

三者への提供をしない旨の誓約書（別紙３）を当法人に提出すること。 

ロ 法律に基づく助言を正確に行うために，アドバイザーとして法第１３条

第３項第五号ロに掲げる者の参加を得ること。 

２ 当法人は，１１０番終了後，消費者への情報提供のため，必要に応じて，受

け付けた相談・情報提供の概要と典型的事例を所収した報告書を作成し，ホー
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ムページその他の広報を利用して公表することができる。 

 

第８条（協定による情報収集） 

第６条第二号により，消費者被害情報を収集するに際しては，個人情報保護

や情報管理等について規定した覚書（別紙４）を締結し，当該覚書に沿って業

務を行う。 

 

第９条（消費者等からの情報収集） 

１ 第６条第三号により，消費者被害情報を，電話，郵送，ＦＡＸ，面談等，ホ

ームページ以外の方法により収集する場合には，所定の受付簿（別紙５）に，

日時，場所，相談者氏名，事業者名，トラブルの概要を記録する。 

２ 第６条第三号の規定によりホームページを通じて情報提供を受ける場合には 

情報収集の趣旨，情報収集の利用目的，消費者の個人情報の取扱，受付方法を

ホームページ上に明示する。 

 

第１０条（被害情報の処理等） 

１ 第６条第二号又は第三号の規定により被害情報を取得した場合には，事務局

は，検討委員会及び理事会に対し，その内容を報告することとする。 

２ 事務局において，被害の概要を把握することが困難な場合など専門的知見が

必要と判断した場合には，委員の中から，担当者１名又は２名を任意に決定し，

当該委員に被害情報の把握を委ねることができる。 

３ 前項により，被害情報の把握を担当した委員は，提供された情報の概要及び

差止請求の対象となるか否かを検討し，遅滞なく，検討委員会において，報告

することとする。 

４ 検討委員会において，提供された被害の内容につき，更に情報を取得する必

要があると判断した場合には，委員の中から担当者を選定した上，当該情報提
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供者が許容した方法で情報を取得することができる。 

５ 第２項又は前項の規定により，担当となった委員が，消費者の求めに応じ助

言又は具体的な事件として受任等を行うことは妨げない。但し，助言又は受任

した場合には，守秘義務に違反しない限度で，その旨を当法人に報告しなけれ

ばならない。 

 

第１１条（事業者に対する質問等の実施方法） 

１ 検討委員会及び理事会は，収集した消費者被害情報に基づき，当該事業者に

必要な質問をし，情報提供を求めることができる。 

２ 前項の行為は，原則として非公開にて行う。ただし，同種事業者を対象とす

る一般的な実態調査をアンケートその他の方式で行う場合及び検討委員会又は

理事会において消費者利益確保のために公開で行うことが適当であると判断し

た場合はこの限りではない。 

 

第１２条（国民生活センター等への情報提供の求め） 

国民生活センター又は地方公共団体に対し，ＰＩＯ－ＮＥＴ情報又は個別の

消費者相談情報の提供を求める場合には，法第４０条及び規則第３０条に従っ

て行う。 

 

第１３条（差止請求権を行使する業務の実施方法） 

１ 検討委員会は，第６条又は同第１２条に定める業務により取得した消費者被

害情報について今後の対処方針等を検討し，差止請求の要否とその内容，対処

方針等の基礎調査のために検討チームを設置することができる。 

２ 検討委員会及び検討チームは，各運営規則に基づいて業務を行う。 

３ 検討委員会及び検討チームは議事を行った都度，議事の開催日時，場所，出

欠者名簿，議題，主な意見の概要，検討の結果等を記録した議事概要を作成す
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る。 

 

第１４条（差止請求権に関する理事会の運営方法） 

１ 理事会は，検討委員会から具申を受けた事項を審議し，差止請求の要否とそ

の内容，及び今後の対処方針等を議決する。 

２ 理事会の議事録には，開催日時，場所，出席者名簿，議題，書面表決を含む

賛否の数，及び議事の中で出された賛否の意見概要を明記する。 

３ やむをえない理由のため，第１項又は第２項の決議に係る理事会に出席でき

ない理事は，予め通知された事項について郵送，ファックス又は電子メールを

もって表決をすることができる。 

４ 緊急を要する事項について，理事長から全理事に郵送，ファックス又は電子

メールにより通知し賛否を求めた場合には，理事総数の過半数を得た賛否をも

って，第１項又は第２項の理事会の議決とすることができる。この場合の議事

録には，発議日時，送付方法，議決確定日時，通知した事項，通知から表決ま

での経緯及び各理事の表決結果と付記意見の内容等を記載する。 

 

第１５条（差止請求権の実施に関する記録等） 

差止請求権を行使する業務については，案件ごとに下記事項を記載した書面

を作成し，各事項に該当する資料を添付して保管する。 

一 提供された消費者被害情報の件名 

二 当該事業者名 

三 第６条に定めた業務によって収集した情報の概要 

四 国民生活センター及び消費生活センターから提供を受けた情報の概要 

五 他の適格消費者団体から提供を受けた情報の概要 

六 検討チーム，検討委員会，理事会での審議経過 

七 申入れの趣旨 
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八 事業者等との交渉の経過 

九 訴訟，調停，仲裁，和解，強制執行，仮処分命令の申立ての概要及び結果  

十 消費者への情報提供実施の有無及び実施の方法 

  

第１６条（差止請求の結果についての情報提供等） 

１ 法第３９条に基づき，内閣総理大臣が公表する事項については，当法人も公

表する。 

２ 法第３９条第１項によって，内閣総理大臣が公表することが法定されていな

い法第２３条第４項第１号乃至第３号及び第１０号に定める事項については，

公表の是非，公表の事項，公表の方法について，理事会で議決する。 

３ 前項の議決にあたっては，消費者被害の拡大防止ならびに消費者被害の回復

に資する観点から，以下の事項を総合的に勘案する。 

一 当該案件又は類似案件に係るこれまでの被害者の数と金額の多寡 

二 当該案件又は類似案件に係る今後の被害拡大のおそれの有無とその緊急

性 

三 当該案件に関して，当法人が有する証拠を含む資料  

四 当該案件におけるこれまでの事業者との交渉の状況 

五 公表を通じて消費者に与える影響 

３ 第１項及び第２項にもとづく公表の方法について，情報提供の必要性 ・緊急

性が高いものについては，随時，記者発表を実施する。その他の事案について

は，ホームページに掲載する。 

 

第１７条（役職員・委員及び検討チーム員の利害相反の対処） 

１ 役職員・委員及び検討チーム員に関する利害相反時の対処は，定款第３７条

第４項，同条第５項に基づき，以下のように定める。 

一 役員は，次に該当する場合には，その事業者名又は事業者団体の名称及び
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役職名を理事会に届け出なければならない。 

イ 事業者である場合 

ロ 事業者又は事業者団体の役員又は職員である場合 

ハ  過去２年以内に事業者であった場合 

ニ 過去２年以内に事業者又は事業者団体の役員又は職員であった場合 

ホ 新たに事業者になることが決定した場合 

ヘ 新たに事業者及び事業者 団体の役員又は職員となることが決定した場

合 

二 事業者の不当な約款・勧誘行為等に対する差止請求に関して，当法人とし

て対応の検討を開始した場合，その事業又は事業者若しくは事業者団体と前

号の関係にある役職員，委員又は検討チーム員は，当該の案件に関する業務

（理事会，検討委員会，検討チームでの当該案件に係る議決権行使を含む。

以下同じ。）を行うことができない。 

三 事業者の不当な約款・勧誘行為等に対する差止請求に関して，当法人とし

て対応の検討を開始した場合，当該相手方事業者から弁護士，司法書士，行

政書士等として現に業務を受任しているか，又は過去２年間の間に受任して

いた役職員，委員又は検討チーム員は当該案件に関する業務を行うことがで

きない。 

四 事業者の不当な約款・勧誘行為等に対する差止請求に関して，当法人とし

ての対応の検討を開始した場合，役職員，委員及び検討チーム員が差止請求

の相手方事業者と次のような関係（但し，ハについては理事に限る。）を有

する場合，当該役職員，委員又は検討チーム員はその旨を遅滞なく理事長に

申し出なければならない。但し，前号により，当該案件に関する業務に関与

しないときはこの限りでない。 

イ 現在及び過去２年間に，個人事業主として相手方事業者と取引関係を有

する場合 
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ロ 現在及び過去２年間に相手方事業者と取引関係を有する組織の役職員で

あって，当該事業者との取引の担当者又は責任者である場合 

ハ 事業の内容や市場の地域性等を勘案して，相手方事業者と実質的に競合

する関係にあると認められる事業を営み，又はこれに従事する場合その他，

理事の兼職の状況や取引の内容が実質的に適格消費者団体による差止請求

権の行使の適正に影響を及ぼしうる場合 

五 前号の場合，理事長は，その取引関係の内容を検討し，申出に係る役職員，

委員及び検討チーム員が当該相手方事業者と特別の利害関係を有すると認め

られる場合には，その役職員・委員又は検討チーム員に当該案件に関する業

務を行わせない。 

 

第１８条（役職員・委員及び検討チーム員の利害相反の申告等） 

１ 役職員・委員及び検討チーム員は，前条のほか，差止請求の相手方事業者と

特別の利害関係を有すると考えられる場合は，その旨を遅滞なく理事長に申し

出なければならない。ただし，弁護士，司法書士，行政書土等としてその業務

上守秘義務を負う者であって，当該義務に基づいて，特別の利害関係が疑われ

る関係を理事長に申し出ることができない場合はこの限りではない。 

２ 前項本文の場合，理事長は，申出に係る役職員，委員又は検討チーム員が当

該相手方事業者と特別の利害関係を有する者にあたるかを判断し，あたると認

められる場合には，その者に当該案件に関する業務を行わせない。 

３ 第１項ただし書の場合，当該役職員，委員又は検討チーム員は，自ら自己が

当該相手方事業者と特別の利害関係を有する者にあたるか否かを判断し，特別

の利害関係を有すると認められる場合には，当該案件に関する業務を行わない。 

４ 当法人が差止請求権の行使に関し，理事との間で当該行使に係る相当の実費

を超える支出を伴う取引をする場合その他の理事の兼職の状況が差止請求の行

使の適正に影響を及ぼし得る場合は，その理事は理事会における当該場合が生
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ずる案件に関する審議（議決権行使を含む。）に関与しない。 

 

第１９条（適格消費者団体であることを疎明する方法） 

差止請求関係業務を行うに際し，相手方事業者からの請求があった場合には，

内閣総理大臣より適格消費者団体を認定する旨の通知を受けた書面の写しを

提示する。 

 

第４章 適格消費者団体との連携協力に関する事項 

第２０条（情報共有等） 

 消費者団体訴訟制度の効果的活用のため，他の適格消費者団体との消費者被

害情報の共有を以下の方法にて図る。 

一 当法人は，必要に応じて，他の適格消費者団体に対し，事案の概要・検討

の趣旨等を明示のうえ，当該事業者に関する消費者被害情報の提供を請求す

る。その場合は，本規程を提示し，情報の管理及び秘密の保持の方法に関す

る事項について説明する。 

二 他の適格消費者団体から事案の概要・検討の趣旨等を明示のうえ，当該事

業者に関する消費者被害情報を請求された場合，当該団体の業務規程に照ら

し，情報の管理及び秘密の保持が適切に行われることを確認したうえで，請

求に該当する消費者被害情報があれば，それを提供する。 

三 情報提供を受けた適格消費者団体に対し，当該事案に対する理事会での議

決結果（第１１条に関する事項を除く。）を，当該会議終了後速やかに報告

する。 

四 当該事案に対する対応が，法２３条第４項に定める内容へ進展した段階か

ら，情報共有の方法は，同条同項及び規則第１３条に定める方法で行う。 

 

第２１条（差止請求権の行使の状況に関する情報及び意見交換の実施の基準等） 
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１ 差止請求権の行使に関する情報提供の内容については，法２３条４項並びに

規則第１４条，第１６条及び第１７条の定めによる。 

２ 規則第１７条第１５号に定める「攻撃又は防御の方法の提出その他の差止請

求に関する手続に係る行為」のうち，差止請求訴訟において当法人が提出した

主張書面及び証拠説明書等については，消費者等に関する個人情報等を削除し

た上，法第２３条第４項の通知及び報告をする。その他の「攻撃又は防御の方

法の提出その他の差止請求に関する手続に係る行為」については，差止請求権

の適切な行使又は適格消費者団体相互の連携を図る見地から当該案件における

他の適格消費者団体との協力の実状，類似案件に関する他の適格消費者団体の

活動状況をふまえ，全ての適格消費者団体との情報共有の必要性があると理事

長が判断する場合に法第２３条第４項の通知及び報告をする。 

３ 差止請求権の行使の状況に関する情報提供については，法第２３条第４項並

びに規則第１３条及び第１５条の定めによる。 

４ 差止請求権の行使の状況に関する意見交換については，適格消費者団体間に

おいて，必要に応じ，電話・ＦＡＸ・電子メール・面談等で行う。 

 

第５章 情報の管理及び秘密の保持の方法に関する事項 

第２２条（文書等の管理及び保持の方法） 

１ 消費者被害情報のうち，情報提供者である消費者を特定しうる情報について

は以下の方法で管理・保持する。 

一 消費者被害の受付簿を作成し，情報提供者名，受付日時，収集方法（１１

０番，協定による情報収集，事務局における情報収集，その他の別) ，事業

者名，保管方法等を記録する。 

二 当該情報を電子媒体で管理する場合には特定のドライブで保管する。ただ

し，事案検討に移行した段階においてはこの限りでない。 

三 前号の特定のドライブにアクセスできるのは，役職員，委員及びこれらに
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該当しない検討チーム員のうち理事長が許可した者であって，それ以外の者

がアクセスできないよう，当該ドライブにアクセスできる端末の立ち上げに

際してパスワード入力を要するシステムとする。 

四 紙媒体に記載された情報を破棄する場合には判読できないようにする。 

五 申入れ等に至らなかった案件の保管については情報提供を受けた事業年

度の年度末より５年とし，申入れ等を行った案件の保管については当該案件

に関する結果が得られた事業年度の年度末より５年とする。 

２ 前項の情報を含む差止請求関係業務に関して知り得た情報の管理及び秘密の

保持に関しては，この章の規定の趣旨に従い，適切に実施するものとする。 

 

第２３条（文書等の管理責任者の配置） 

前条に定める消費者被害情報，第１５条に定める資料，理事会，検討委員会，

検討チームの会議資料及び議事録・議事概要（これらの資料すべてを，以下「管

理資料」という。）については，その管理責任者を事務局長とする。 

 

第２４条（文書等の盗難防止策） 

 紙媒体に印刷された管理資料は，指定のキャビネットに保管し，その鍵は事

務局長が管理する。 

 

第２５条（文書等へのアクセス制限） 

１ 管理資料を閲覧，謄写及びコピー（ハードコピーと電子データのコピーの双

方をいう。）をできるのは役職員，委員及びこれらに該当しない検討チーム員

であって理事長が許可した者とする。 

２ 役職員・委員及び理事長が許可した検討チーム員は，管理資料の閲覧，謄写

・コピーを行う前に第２７条の規定に従う旨の誓約書を理事長に対し，提出し

なければならない。 
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３ 役職員・委員及び理事長が許可した検討チーム員が，管理資料の原本を閲覧

するため，所定の保管場所より持ち出す場合には，事務局長の承諾を得た上，

所定の管理簿に持ち出す資料の名称と日にちを記載し，署名する。事務局長は，

管理資料の返却時には，同管理簿に返却日を記載し，確認欄に署名又は押印を

する。 

 

第２６条（情報の管理及び秘密の保持に関する研修等の実施） 

１ 役員及び事務局長は，本規程の適用開始時に役職員・委員及び検討チーム員

に本規程の内容について研修を実施するものとし，以後本規程の改定がなされ

た場合は，遅滞なく改定内容を上記の者に周知する。 

２ 役員及び事務局長は，新たに，役職員・委員及び検討チーム員に就任する者

に対し，本規程の内容について研修を実施する。 

 

第２７条（情報の管理及び秘密の保持に関する服務規定） 

１ 役職員・委員及び検討チーム員は，差止請求関係業務その他当法人の活動に

当たって知り得た秘密又は情報について，在任中又は在職中に限らず退任又は

退職後であっても，以下の事項に従わなければならない。但し，第二号につい

ては，在任又は在職中に限る。 

一 消費者被害情報は，差止請求関係業務を実施する目的にのみ利用し，その

他の目的で利用してはならないこと。 

二 消費者から消費者被害情報の提供を受ける際には，差止請求関係業務の実

施のために利用することを明示すること。 

三 理事会，検討委員会又は検討チームにおいて利用するために管理資料の写

しが配布される資料であって，これを各役員，委員又は検討チーム員におい

て保管する場合は，廃棄するまでの間，各自が定める施錠ができる所定の場

所に保管すること。 
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四 前号の資料を廃棄する場合は，当該資料のうち個人が特定できる消費者被

害情報については，判読ができないようにすること。この場合において，個

人が特定できる消費者被害情報が電子データとして提供された場合には，デ

ータを保管しているコンピュータのディスク及び磁気媒体等からの削除を行

うこと。 

五 文書アクセスに必要なパスワードについて，厳重に管理し，第三者その他

の者に漏洩しないこと。 

六 業務に当たって知り得た秘密，情報を利用して，自己又は第三者の業務に

利用し，又は提供しないこと。 

２ 前項第六号の「情報」については，以下の各情報は含まないものとする。 

一 一般に公表されている情報 

二 役職員，委員又は検討チーム員が当法人の業務に関与する前に既に知って

いた情報 

三 消費者が，被害救済のために事件を委任した場合等であって，当該消費者

から提供された情報 

四 法令に基づいて取得することができる情報 

 

第２８条（事業者に消費者本人が識別されうる可能性がある場合の本人同意の方法） 

 消費者被害情報に関して，当該事業者への申入れ，訴訟提起，公表等に活用

する場合に，その相手方その他の第三者が当該被害にかかる消費者ないし情報

提供者を識別することができる方法で利用するに当たっては，予め当該消費者

ないし情報提供者の同意を得なければならない。 

 

第６章 帳簿書類の作成及び保存に関する事項 

第２９条（方法） 

 法第３０条及び規則第２１条第１項に定められた帳簿書類として，別表の資
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料を作成し，規則第２１条第３項に従って毎年度末に閉鎖し，閉鎖後５年間保

存する。但し，複数年度にわたって継続する事案に係る帳簿書類は，当該事案

が終了した年度の年度末に閉鎖し，閉鎖後５年間保存する。 

 

第３０条（責任者の設置） 

 前条の帳簿書類の作成ならびに保存に関する業務の責任者は事務局長とす

る。 

 

第７章 書類の備置き及び閲覧等の方法に関する事項 

第３１条（財務諸表等） 

１ 法第３１条第１項に定める財務諸表等を，毎年度事業終了後３月以内に作成

する。 

２ 法第３１条第３項に定める以下の書面を５年間，主たる事務所及び従たる事

務所に備え置く。 

一 定款 

二 業務規程 

三 役職員等名簿（役員，職員及び専門委員の氏名，役職及び職業その他規則

第２４条で定める事項を記載した名簿） 

四 当法人の社員数（個人正会員の数と団体正会員の数）及び正会員である団

体の構成員の数 

五 前項に定める財務諸表等 

六 収入の明細その他の資金に関する事項，寄付金に関する事項その他の経理

に関する規則第２５条で定める事項を記載した書類 

七 差止請求関係書類以外の業務を行う場合には，その業務の種類及び概要を

記載した書類 

八 法第３１条第２項による第三者調査の方法及び結果が記載された調査報
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告書 

３ 前項各号の書類について，所定の書式（別紙６）に基づき，当法人の業務時

間内（平日の１３時～１７時）に請求があったものにつき，法第３１条第４項

に定める以下の請求に対応する。但し，正当な理由がある場合は，これを拒む

ことができる。 

一 当該書類が書面をもって作成されているときは，当該書面の閲覧又は謄写 

二 当該書類の謄本又は抄本の交付。ただし，必要経費 として，１回の請求

につき手数料５００円，交付書面１ページあたり５円のコピー代と送料実費

及び振込み手数料を合算した金額を，請求者の負担とする。 

三 当該書面が電磁的記録をもって作成されているときは，当該電磁的記録に

記録された事項を紙面又は映像面に表示したものの閲覧又は謄写 

四 前号の電磁的記録に記録された事項の提供の請求に対しては，電子メール

での送付を行う。ただし，１回の請求に付き手数料５００円ならびに振込手

数料を請求者の負担とする。 

 

第８章 調査実施者の選任及び解任に関する事項 

第３２条（調査実施者） 

１ 当法人は，法第３１条第２項及び規則第２２条に基づき，調査実施者を選任

する。 

２ 調査実施者の要件，選任・解任とその方法，任期及び再任その他運営に関す

る事項は，別に定める調査実施者の調査に関する規則（別紙７）による。 

 

第９章 規程の見直し 

第３３条（規程の見直し） 

１ 事務局長は，年に一度以上，本規程に関し，業務運営に関する検証を行い，

不合理な規定については改廃を理事会に提案する。 



- 18 - 

２ 理事会は前項の提案に基づき，改廃を決定する。 

附 則 

１ 本規程は，平成２６年５月７日から施行する。但し，適格消費者団体の認定

を受けなければできない業務については，同認定を受けた日から施行する。 

２ 適格消費者団体の認定を受け，本規程第２条第１号の差止請求権を行使する

ことができるまでの間，本規程における以下の用語は，それぞれ以下のとおり

読み替えて適用する。但し，適格消費者団体の認定を受けなければできない業

務・行為についてはこの限りでない。 

一 第２条１項１号「不特定かつ多数の消費者利益のために差止請求権を行使

する業務」とあるのは，「不特定かつ多数の消費者利益のために事業者が使

用する不当条項や不当な勧誘方法等について，是正するよう申入れを行う業

務」とする。 

二 「差止請求権」とあるのは，「是正申入行為」とする。 

  三 「差止請求関係」とあるのは，「是正申入行為関係」とする。 

附則（平成２６年１０月１日改正） 

 本規程は，平成２６年１０月１日から施行する。（名称変更に伴う改正） 

附則（平成２８年１０月３日改正） 

 本規程は，平成２８年１０月３日から施行する。（消費者の財産的被害の集団的

な回復のための民事の裁判手続に関する法律の施行に伴う規則の条項修正） 

附則（平成２９年８月７日改正） 

 本規程は，平成２９年８月７日から施行する。 



- 1 - 

消費者支援群馬ひまわりの会 

検討委員会運営規則 

 

第１条（総則） 

特定非営利活動法人消費者支援群馬ひまわりの会（以下，「当法人」とい

う）の定款第５条に定める事業を推進するために，検討委員会（以下，「委

員会」という）を設置し，関係法令及び差止請求関係法令及び差止請求関係

業務規程第４条の定めるところによりこの運営規則を定める。 

 

第２条（目的） 

委員会の活動は，差止請求関係業務の要否及びその内容を検討し，理事会

に意見を具申することを目的とする。 

 

第３条（構成） 

１ 委員会は，団体正会員（活動会員も含む）の構成員の中から推薦された者

又は個人正会員（活動会員も含む）の中から，理事会の議を経て理事長が任

命した者（以下，「委員」という）で構成する。 

２ 委員には，消費者契約法 （平成１２年法律第６１号）第１３条第３項第五

号イ及びロに掲げる者双方を必ず含むものとする。 

 

第４条（任期） 

委員の任期は１年とし，再任を妨げない。但し，理事会の議決により任期

の期間を選定することができる。 

 

第５条（委員長等） 

１ 委員会には，委員長を置き，また１名以上の副委員長を置くことができる。 

２ 委員長及び副委員長は，委員の内から互選して選定する。 

 

第６条（委員会の招集） 

委員会は，委員長が招集する。但し，第１回の委員会は理事長が選任し，

任期満了後最初の委員会は前委員長が招集する。 
 

第７条（定足数） 

１ 委員会は，委員の過半数が出席しなければ開会することができない。 
２ 予め通知された事項について，郵送，ファックス又は電子メール（以下「郵

送等」という。）により表決をしたときは，当該表決をした委員は出席した
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ものとみなす。 

 

第８条（議決） 

１ 第２条に定める理事会への意見の具申は，出席した委員の過半数により議

決する。 

２ やむをえない理由のため，委員会に出席できない委員は，予め通知された

事項について郵送等により表決することができる。 

３ 緊急を要する事項について，委員長から全委員に郵送等により通知し賛否

を求めた場合には，委員総数の過半数を得た賛否をもって，第１項の委員会

の議決とすることができる。 

 

第９条（記録） 

１ 委員会は，開催日時，場所，出席者，議題，主な意見の概要，検討結果等

を記録した議事概要を作成する。 

２ 前条第３項の方法によって，議決をした場合には，その議事概要には，発

議日時，送付方法，議事確定日時，通知した事項，通知から表決までの経緯

及び各委員の表決結果と付記意見の内容等を記載する。 

 

第１０条（利害相反の対処） 

１ 委員に関する利害相反時の対処については，差止請求関係業務規程第１７

条及び第１８条の定めるところによる。 

２ 前項に該当する委員が委員総数の３分の１を超える場合には，その欠員補

充を理事会にて行う。但し，補充された委員は，当該事案の審議のみに参加

することができる。 

 

第１１条（解任） 

委員が，次の各号のいずれかに該当する場合には，理事会において出席理

事の過半数の議決により，これを解任することができる。ただし，当該委員

に対し，議決前に弁明の機会を与えなければならない。 

一 関係法令又は当法人の定款，差止請求関係業務規程もしくは本規則に違

反したとき。 

二 当法人の名誉を傷つけ，または目的に反する行為をしたとき。 

 

第１２条（規則の改廃） 

この規則の改廃は理事会が行う。 
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附 則 

 本規則は平成２６年５月７日から実施する。但し，適格消費者団体の認定

を受けなければできない業務については，同認定を受けた日から施行する。 
 

附 則（平成２６年１０月１日改正） 
   本規則は平成２６年１０月１日から施行する。（名称変更に伴う改正） 
 
附 則(平成２９年８月７日改正) 

 本規則は，平成２９年８月７日から施行する。 
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消費者支援群馬ひまわりの会 

検討チーム運営規則 

 

第１条（総則） 

特定非営利活動法人消費者支援群馬ひまわりの会（以下「当法人」とい

う。）の定款第５条に定める事業を推進するために，検討委員会（以下「委

員会」という。）のもとに検討チームを設置し，関係法令及び差止請求関

係業務規程第５条の定めるところにより運営規則（以下「本規則」という。）

を定める。 

 

第２条（目的） 

検討チームの活動は，差止請求関係業務等を行うための基礎調査及び検

討を行い，委員会にその結果及び意見を報告することを目的とする。 

 

第３条（構成等） 

１ 検討チームは，委員会において，特に必要と認めるときに，議決により

設置することとする。 
２ 検討チームは，当該事案の検討に資する知識・経験を有する者であり，

団体正会員（活動会員も含む）の構成員の中から推薦された者または個人

正会員（活動会員も含む）の中から，委員会の議を経て委員長が任命した

者（以下「チーム員」という。）で構成する。ただし，その任命結果は理

事会に報告しなければならない。 
３ 前項の規定のほか，チーム員は，当該事案の検討に資する知識・経験を

有する者であり，役職員又は委員から推薦された者又は賛助会員若しくは

当法人の活動に協力する者の中から，委員会の議を経て委員長が任命した

者を加えることができる。ただし，その任命結果は理事会に報告しなけれ

ばならない。 

 

第４条（記録） 

１ 検討チームは，開催日時，場所，出席者名簿，議題，主な意見の概要，

検討結果等を記録した議事概要を作成する。 

２ 本規則第３条の方法によって議決をした場合には，その議事概要には，

発議日時，送付方法，議事確定日時，通知した事項，通知から表決までの

経緯ならびに各チーム員の表決結果と付記意見の内容等を記載する。 

 

第５条（任期） 

チーム員の任期は，当該検討チームにおいて対応する事案の処理が終了

するまでとする。 

 

第６条（チーム長等） 
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１ 検討チームには，チーム長を置く。また１名以上の副チーム長を置くこ

とができる。 

２ チーム長および副チーム長は，チーム員の内から互選する。 

 

第７条（会合の招集） 

検討チームの会合は，チーム長が招集する。 

 

第８条（表決） 

１ 第２条に定める委員会への報告は，チーム員の過半数の出席により，そ

の出席した者の過半数をもって，決定する。 

２ やむを得ない理由のため，検討チームの会合に出席できないチーム員

は，予め通知された事項について，郵送，ファックス，電子メール（以下

「郵送等」という。）をもって表決することができる。この場合において，

表決をした検討チーム員は，会合に出席した者とみなす。 

３ 緊急を要する事項について，チーム長から全チーム員に郵送等により通

知し，賛否を求めた場合には，チーム員の総数の過半数を得た賛否をもって，

第１項の議決とすることができる。 

第９条(利益相反の対処） 

１ チーム員に関する利害相反時の対処については，差止請求関係業務規程

第１７条及び第１８条の定めるところによる。 

２ 前項に該当するチーム員が検討チーム総数の３分の１を超える場合に

は，その欠員補充を委員会にて行う。この場合において，欠員補充したチ

ーム員について，理事会に報告をしなければならない。 

 

第１０条（解任） 

チーム員が，次の各号のいずれかに該当する場合には，委員会において

出席委員の過半数の議席により，これを解任することができる。ただし，

当該チーム員に対し，議決前に弁明の機会を与えなければならない。 

一 関係法令又は当法人の定款，差止請求関係業務規程もしくは本規則に

違反したとき 

二 当法人の名誉を傷つけ，又は当法人の目的に反する行為をしたとき 

 

第１１条（規則の改廃） 

本規則の改廃は理事会が行う。 

 

附 則 

本規則は平成２６年５月７日から施行する。但し，適格消費者団体の認定

を受けなければできない業務については，同認定を受けた日から施行する。 
 

附 則（平成２６年１０月１日改正） 
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本規則は平成２６年１０月１日から施行する。（名称変更に伴う改正） 
  

附 則(平成２９年８月７日改正) 

 本規則は，平成２９年８月７日から施行する。 



特定非営利活動法人 

 消費者支援群馬ひまわりの会 
 理事長 殿 

 
 

誓約書 

（１１０番従事者用） 
 
 貴法人が行う「１１０番」で知り得た個人情報及び個別事業者に関わる情報（但

し，業務規程第２７条第２項に定める情報は除く）については，業務遂行中のみな

らず業務遂行後も第三者に漏洩致しません。 

また，これを私的に利用することは一切行いません。 

 

 
 

                 平成   年  月  日 

 
 
              所属                      

 
 
              住所                      

 

 
              氏名                      



 
消費者相談情報の提供に関する覚書（例） 

 

              （以下「甲」という）と特定非営利活動法人消費者

支援群馬ひまわりの会（以下「乙」という）とは，消費者被害情報の提供に関して，

以下のとおり覚書を締結する。 

 

（目的） 

第１条 甲及び乙は，不特定多数の消費者の利益擁護・被害防止を図るために，甲

が取得した消費者被害情報を乙に提供し，乙の是正申入れや消費者団体訴訟

制度の活用に資するため，本覚書を提供する。 

 
（消費者被害情報の内容） 

第２条 本覚書における「消費者被害情報」とは，甲が，消費者より受け付けた被

害，苦情その他の情報のうち，契約書・勧誘行為・広告等がその被害の要因

となっていると判断した情報であって，当該消費者被害に関する「事業者・

事業者団体名」「案件名」「相談内容」「処理概要」「契約書・広告等の証拠類」

をいう。 

 

（提供する情報の範囲・個人名の削除） 

第３条 甲は，乙に対し，消費者被害情報を提供する場合には，相談者が同意する

場合を除き，相談者個人の情報が特定できないように，相談者氏名を削除し

て提供することとする。提供の時期，提供の範囲については，案件の性質を

考慮して，甲乙が協議の上決定する。 

 

（提供された情報の活用範囲） 

第４条 乙は，提供された消費者被害情報について，以下の目的のために使用する

ものとする。 

一 約款・契約条項・勧誘行為・広告等について法違反の有無等を検討する

ため 



二 同一事業者・事業者団体又は同種の事業者・事業者団体に関し，類似の

消費者被害があるかどうか情報収集を行うため 

三 第一号において違法・不当と判断した約款・契約条項・勧誘行為・広告

等について，当該事業者・事業者団体に対し，是正等の申入れ及び差止請

求訴訟を行うため 

 
（提供された情報の管理） 

第５条 乙は，提供された消費者被害情報について，第三者に漏えいしないよう適

切に管理する。 

 
（相談者への追加の情報提供の協力要請） 

第６条 乙が，第４条に定める目的のために，提供された消費者被害情報に加え，

更に情報が必要と判断した場合には，甲に対し，追加情報の提供を求めるこ

とができる。 

２ 甲に相談・情報を提供した消費者が，乙との間で，個別に連絡を取ること

を承諾した場合には，乙は，当該消費者に追加情報を求めることができる。

この場合において，乙は，当該相談者に対し，第４条に定める範囲で情報を

利用すること及び個人情報については，本人の承諾なく開示しないことを約

するものとする。 

 
（消費者被害情報の取扱い結果報告） 

第７条 甲が乙に対して提供した消費者被害情報に関し，取扱いの結果について甲

が求めた場合には，乙は遅滞なく書面にてその概要を報告することとする。 

以上 

 

甲 

 

 
乙  特定非営利活動法人 消費者支援群馬ひまわりの会 

      理事長 湯木 智子 



受付日時

提供者氏名

被害者氏名

住所

電　話 ＦＡＸ

メール

認知契機

今後の連絡の可否

事業者名称

住所

電話 ＦＡＸ

メール

証拠関係

当会への希望・その他

専門家による法律相談希望がある場合・紹介先（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※　当会の活動とは無関係であることを必ず告知すること

トラブルの概要

　ＨＰ　／　　紹介　（　　　　　　　　）　／　その他（　　　　　　　　　）

可　・　非

連絡先

連絡先

被害情報受付簿

年　　月　　　日
時　　～　　時

匿名希望　(○をつける）

提供者との関係（同一・その他（　　　　　）

受付方法
電話・ＦＡＸ・面談（場所　　　　　　）



特定非営利活動法人消費者支援群馬ひまわりの会　御中

請求年月日　 　　年　　　月　　　日

住所

氏名 印

　消費者契約法３１条４項にもとづき、下記の請求を行います。

提供方法（請求に該当するところに○を記入）

書面の閲覧・謄写
書面の謄本又は
抄本の交付

電磁的記録の閲
覧・謄写

電磁的記録の電
子メールでの送付

定款

業務規程

役職員名簿

当機構の社員数ならびに正
会員である団体の構成員数

財務諸表（財産目録、貸借対
象表、収支計算書、事業報告
書）

収入の明細その他の資金に
関する事項、寄付金に関する
事項その他の経理に関する
事項を記載した書類

差止請求関係業務以外の業
務を行う場合には、その業務
の種類及び概要を記載した
書類

第３者調査の方法及び結果
が記載された調査報告書

書類の種類

※網掛け部分は有料となります。
　書面の謄本・抄本を希望の場合、
　　 請求１回の手数料５００円+コピー１枚５円×コピー枚数+送料+振込手数料が必要です。
　電磁的記録の電子メールでの送付を希望の場合、請求１回の手数料５００円が必要です。
※書面の抄本請求の場合は、閲覧のうえ、コピー必要部分を指定してください。

備え置き書類の閲覧等請求書



調査実施者の調査に関する規則 
 
（目的） 
第１条 この規則は，関係法令及び特定非営利活動法人消費者支援群馬ひまわりの

会（以下「当会」という）差止請求関係業務規程（以下「規程」という。）

第３２条２項に基づき，調査実施者による調査に関する基本事項を定めるこ

とを目的とする。 
 
（調査実施者） 
第２条 当会に調査実施者１人を置く。 
 
（調査実施者に係る要件） 
第３条 調査実施者は，当会の役員，事務局員若しくは検討委員又は過去２年間に

これらの者であった者以外の者で，次の各号のいずれか一に該当する者とす

る。 
一 監査役又は会計検査若しくは監査に従事した経歴を有する者 
二 弁護士，司法書士，公認会計士又は税理士 

 
（調査の範囲） 
第４条 調査実施者に委嘱する調査の対象は，差止請求関係業務その他の業務の遂

行状況とする。 
 
（選任及び解任） 
第５条 調査実施者は，理事会において，これを選任する。 

２ 調査実施者が，法令に違反し，又は調査について怠慢であったときは，理

事会において，これを解任し，又は再任しないことができる。 
３  理事会は，調査実施者の選任，解任又は再任若しくは不再任について，

当該調査実施者に対し，理事会に出席し意見を述べる機会を与えるものとす

る。 
４ 調査実施者が任期途中において欠けたとき，理事会は，新たな調査実施者

を選任しなければならない。 
（任期） 
第６条 調査実施者の任期は，就任後１年以内の決算期に係る定時総会終了のとき



までとする。 
２ 調査実施者について，定時総会終了後の最初に開催される理事会において

解任又は不再任と決定されない限り，その理事会で再任されたものとみなす。 
 
（調査実施者の権限） 
第７条 調査実施者は，必要があると認めたときは，役員若しくは事務局員に質問

し又は報告を求めることができるほか，帳簿書類その他の書類を調査するこ

とができる。 
 
（役員，事務局員の義務） 
第８条 役員及び事務局員は，調査実施者の調査に対し，迅速かつ誠実に対応しな

ければならない。 
 
（調査報告書の開示） 
第９条 理事長は，調査実施者の調査報告書について，これを会員に開示するとと

もに，定時総会において報告しなければならない。 
 
（調査契約の締結） 
第１０条 当会は，調査実施者を選任したときは，当該調査実施者との間において，

遅滞なく，当該調査実施者と調査を受けること並びに当該調査の方法及び結

果が記載された調査報告書の提出を受けることを内容とする調査契約を締

結するものとする。 
 
（規則の改廃） 
第１１条 この規則の改廃は，理事会において行う。 
 
附 則 

本規則は，適格消費者団体の認定を受けた日から施行する。 
 

附 則（平成２６年１０月１日改正） 
本規則は平成２６年１０月１日から施行する。（名称変更に伴う改正） 

 
附 則（平成２９年８月７日改正） 



  本規則は平成２９年８月７日から施行する。 
  

 


